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電気　　ガソリン　　軽油　　灯油　　A重油　　LPG　　都市ガス

（年度）

H20

H19

H18

H17

GJ※

使用エネルギー量

水道　　コピー機　　印刷機　　可燃ごみ　　不燃ごみH17比
（％）
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H20H19H18H17

年　　度 H17 H18 H19 H20

電気（kWh） 8,296,957 8,125,662 8,491,839 8,469,317

ガソリン（ℓ） 80,500 81,309 77,419 74,633

軽油（ℓ） 20,436 19,675 13,906 9,733

灯油（ℓ） 85,311 79,973 269,307 243,364

A重油（ℓ） 199,219 189,400 49,520 40,300

LPG（ℓ） 17,241 16,485 15,056 14,984

都市ガス（ℓ） 17,705 19,385 34,046 49,928

水道（㎥） 75,290 78,365 81,362 83,662

コピー機（枚） 3,681,041 3,533,050 3,929,322 3,983,367

印刷機（枚） 4,094,931 4,601,794 4,519,683 4,942,063

可燃ごみ（kg） 123,723 124,057 84,046 63,557

不燃ごみ（kg） 934 708 553 424

※Ｈ17年を100としたときの比率グラフ
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エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量

　

平
成
19
年
度
は
、
庁
舎
の
増
築
や
水
道
庁

舎
の
新
築
が
あ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
が

増
え
ま
し
た
。

　

ま
た
、
給
食
セ
ン
タ
ー
の
改
築
や
、
庁
舎

機
器
の
変
更
で
、
Ａ
重
油
か
ら
灯
油
へ
使
用

燃
料
の
変
更
が
あ
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
平
成
18
、
20
年
度
は
、
省
エ
ネ

活
動
な
ど
で
減
ら
す
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

※ 

Ｇ
Ｊ
（
ギ
ガ
ジ
ュ
ー
ル
）
は
、
各
使
用
量

を
省
エ
ネ
法
に
元
づ
き
エ
ネ
ル
ギ
ー
換
算

し
た
数
値
で
す
。

活動結果のお知らせ
ISO14001

可児市役所は、環境保全活動に取り組み、市役所の業務に伴う環境負荷を軽減す
るため、平成12年に環境管理の国際規格であるISO14001認証を取得しました。

水
道
使
用
量

　

水
道
使
用
量
は
年
々
微
増
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
庁
舎
の
増
築
な
ど
の
影
響
や
各
施

設
で
の
利
用
者
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
主

な
理
由
で
す
。

可
燃
ご
み
・
不
燃
ご
み
排
出
量

　

紙
や
資
源
の
リ
サ
イ
ク
ル
の
徹
底
な
ど
、

ご
み
を
出
さ
な
い
努
力
が
さ
れ
て
き
た
こ
と

で
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

コ
ピ
ー
機
・
印
刷
機
使
用
枚
数

　

使
用
枚
数
の
増
加
は
、
事
務
量
の
増
加
や

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
多
様
化
が
主
な
理
由
で
す
。

今
後
の
取
り
組
み

　

市
役
所
は
今
後
も
地
球
温
暖
化
防
止
対
策

や
環
境
保
全
の
た
め
に
次
の
よ
う
な
活
動
を

進
め
て
い
き
ま
す
。

○ 

未
使
用
時
や
昼
休
み
の
照
明
、
Ｏ
Ａ
機
器

の
電
源
Ｏ
Ｆ
Ｆ

○
冷
暖
房
の
温
度
管
理
の
徹
底

○
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進

○
ア
イ
ド
リ
ン
グ
ス
ト
ッ
プ
の
推
進

○
ノ
ー
カ
ー
デ
ー
の
実
施
な
ど

　

平
成
18
〜
20
年
度
ま
で
は
、
各
項
目
で
平

成
17
年
度
の
数
値
以
下
に
抑
え
る
こ
と
を
目

標
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。結
果
と
し
て
、

施
設
の
改
修
な
ど
の
要
素
が
反
映
し
、
目
標

達
成
で
き
な
い
項
目
も
あ
り
ま
し
た
が
、
今

後
も
、
引
き
続
き
努
力
し
て
い
き
ま
す
。

　
問
合
先　

環
境
課

ISO14001は、環境マネジメントシステムとして、製品・サービス等について、
環境に与える負荷を継続的に低減・防止していくための仕組みを、企業の中に
構築するマネジメントシステムです。


